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　厚生労働省が2015年に発表した「日本における認知症の

高齢者人口の将来推計に関する研究」によると、2025年に

は認知症患者数が696万人になると予測されています。この

数値は2012年の認知症患者数と認知症有病率をもとに計算

されたもので、もし認知症有病率が2012年よりも今後高くな

ると、認知症患者数は予測よりも多くなってしまいます。

　認知症患者数の増加に伴い、認知症の親を抱える家族の割合も今後増えていくでしょう。もし相続人が認知症

を患っており、本人の意思が確認できないまま遺産分割協議が始まるとどうなるでしょうか？　労力と時間を多く

かけることになるかもしれません。相続人が認知症になった場合の対処法について４ページに掲載しております

ので、ぜひ一読ください。

696万人



資産安心コラム

相続人の人数に合わせて均等に資
産を相続することよりも、１人が資
産を相続してから代償分割する方が
節税できる場合があります。今回は
そんな事例を紹介します。

　東京の一等地に戸建て住宅を保

有する一家がありました。この一家

の家族構成は、父と母の間に長女、

次女、三女の三姉妹がいます。父は5

年前に他界しており、その際は母親

が自宅の土地と建物を100％相続

しています。相続財産は自宅しかな

く、評価額は路線価に基づく自用地

としての原則評価で約3億円でした。

　そして昨年には母が亡くなりま

した。長女も次女もそれぞれ結婚し

て持ち家があり、三女だけが母親の

近くの賃貸マンションに住んでお

り持ち家を所有していません。母の

生前から自宅は姉妹で均等に3等分

するという了解事項がありました

が、三女が実家に対する思い入れが

最も強く、「私が実家の不動産を相

続したい」と言い出しました。長女

も次女も三女が自宅を相続するこ

と自体に反対ではありませんでし

たが、3億円の不動産を相続するな

ら、その見返りとして他の姉妹に1

億円ずつを支払うこと、つまり代償

分割が条件となります。しかし三女

には2億円を支払う能力がありませ

ん。結局共有で相続して直ぐに売却

し、売却代金を均等に分けてこの相

続は無事に終了しました。

　この事例、実は3人で自宅を相続

するよりも、三女のみが相続した方

が相続税を抑えることができたの

です。それはどうしてでしょうか？

　三女は唯一の“家なき子”なので、

「小規模宅地の特例」が適用されま

す。小規模宅地の特例とは、被相続

人や生活を共にする家族（同一生計

親族）の事業用や居住用の宅地につ

いて、宅地の評価額を減額できると

いうものです。本制度は被相続人が

亡くなった後の遺族の生活に大き

な支障が生じてしまうことを防ぐ

ために設けられました。居住用の場

合であれば330㎡までは80%減額

されるので、今回の事例だと3億円

の評価額を6,000万円まで下げら

れます。

　では今回の事例に当てはめて、小

規模宅地の特例を受ける方法を具

体的に見ていきます。まず、分割協

議書上で三女が単独で実家の土地

建物を相続します。その上で特例の

適用を受けられるよう、相続税の申

告期限まではその土地を保有し、申

告期限後に売却するのです。分割協

議書には、売却代金を三女の譲渡税

控除後の金額で3等分する旨を記載

しておけばいいのです。小規模宅地

の特例が適用されるには申告期限

まで必ず土地を保有しておかなけ

ればいけません。これは必ず守るよ

うにしてください。

　不明点・相談がございましたら、

お問い合わせください。
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3億円の不動産を3姉妹で
均等に相続することに

「小規模宅地の特例」で
評価額を80％下げられた
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今からできる相続対策

近年では高齢の親よりも先に子ども
が亡くなり、子どもの資産を親が相
続するということがしばしばあるよ
うです。このようなケースの場合、き
ちんと対策しないと残された子ども
に多額の相続税が課税される可能
性があります。

　一郎さん（65歳）の家族には、結

婚をしておらず子どもがいない弟

の次郎さん（60歳）と母の富子さん

（95歳）がいました。

　次郎さんは１ヵ月前に肺がんで

他界。次郎さんの身辺整理をする

ために資産を計算してみると、な

んと預貯金で１億円もありました。

富子さんと一緒に住んでいた次郎

さんは、老後の一人暮らしのため

にコツコツと貯蓄をしていたので

す。

　子どもがいない次郎さんの遺産

は母親の富子さんに相続されます

が、富子さんには夫（一郎さんと次

郎さんの父）から相続した遺産の

5,000万円がすでにありました。

富子さんも高齢なので数年後には

亡くなる可能性があります。そう

なると１億5,000万円の遺産は一

郎さんに相続され、相続税が課税

されることに。控除額は相続人の

数多いほど増えますが、相続人は

一郎さんしかいませんので相続税

が高額になると予想されます。こ

の場合は、どのように相続税の節税

を考えれば良いのでしょうか？

　もし一郎さんに子どもや孫がい

るのであれば、生前贈与を活用す

るのが相続税を抑えるひとつの手

です。一郎さんの子どもや孫に生

前贈与するのは、「相続財産の３年

以内加算」を回避するためです。相

続開始前３年以内に、法定相続人

や遺言書で遺贈を指定された人が

被相続人から財産を贈与されてい

た場合、その財産は課税財産とし

て加算されてしまいます。ですの

で、富子さんが遺産を一郎さんに

贈与してから３年以内亡くなって

しまうと、一郎さんは相続税を支

払わないといけなくなるのです。

　一方、一郎さんの子どもや孫は

富子さんの法定相続人ではないの

で、富子さんの財産を相続しませ

ん。贈与から３年以内に富子さん

が亡くなったとしても課税財産と

して加算されないのです。

　教育資金の一括贈与制度など、

生前贈与の手法の中には非課税と

なるものがあります。うまく活用

すれば相続税を抑えられるのです。

　相続・贈与について気になるこ

とがあれば、お気軽にご相談くだ

さい。
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１億5,000万円の資産を
95歳の母親が持つことに

生前贈与をうまく活用して
相続税を抑える



なかなか聞けない相続Q&A
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相続人が認知症の場合、遺産分割協議はどうする？

Q

A

１ヵ月前に父親が亡く
なりました。相続人同

士で遺産分割協議を行いたいの
ですが、母親が認知症を患って
おり、意思を確認できない状況
です。どうすればいいですか？

成年後見制度を活用し
て母親の代理人を決め、

遺産分割協議を行いましょう。
代理人は親族だけでなく、弁護
士や司法書士といった専門家
にも依頼できます。

　認知症にかかっている相続人

がおり、遺産分割協議ができな

いというケースが最近増えて

きています。遺言書がなければ

遺産を相続人同士で話し合っ

て分け合うことになりますが、

意思判断ができない相続人が

いると遺産分割協議は難航し

てしまうでしょう。認知症にか

かっている方にも相続人とし

ての権利がありますので、その

人を無視して遺産分割協議は

できません。

　このような場合だと、まず家

庭裁判所に対して成年後見人

選任の申立てを行い、成年後見

人を選任してもらう必要があ

ります。成年後見人は被後見人

（今回の事例だと母親）の代理

人として、財産状況や生活の状

況を検討しつつ、被後見人に

とって最も有利と判断される

よう遺産を調整すべきとされ

ています。遺産分割協議がまと

まれば、成年後見人を含めた協

議参加者によって遺産分割協

議書を作成しましょう。

　成年後見制度によって立てら

れた代理人は、遺産分割協議以

外にも財産の管理やそれに関

わる手続き、契約などを行えま

す。成年後見人には親族が選ば

れるケースが多いのですが、弁

護士や司法書士といった専門

家に依頼してもかまいません。

　被後見人の財産は成年後見人

が管理しますが、成年後見人が

好き勝手にできるわけではあ

りません。事務内容については

家庭裁判所へ定期的に報告し

なければならず、家庭裁判所の

監督を受けることになります。

　不明点があれば、お気軽にご

相談ください。
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